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２ ０ ２ ３ 年 度 埼 玉 県 予 算 案 

― 一般会計は昨年度に次ぐ過去２番目の規模 ― 

埼玉県は、２月 13日、2023当初予算案を発表。20日開会の県議会定例会で審議さている。

一般会計予算総額は、２兆 2,110億 9,500万円（対前年度比 0.8%減）で、３年連続で２兆円

を超えた。 

 

埼玉県 HPより 

１．予算案のポイント 

ポストコロナ元年 

～持続可能な発展に向けて～ 

2020年から始まった新型コロナウイルス

感染症対策は、国において感染症法上の位

置づけを５月８日以降に「２類相当」から

「５類」へ変更する方針が示されるなど、

一つの転換点を迎えようとしている。また、

コロナ禍を契機に進んだ社会全体のデジタ

ルトランスフォーメーションは人口減少下

であっても生産性を向上させることを可能

とし、エネルギー価格の高騰は社会全体の

再エネ・省エネへの意識を更に高めている。

【発行】公益財団法人埼玉県地方自治研究センター【住所】埼玉県さいたま市浦和区高砂 4-3-5 県労評会館 

【TEL】０４８‐８１６-８８６６        【FAX】０４８-８３６-１１１３ 

【ＨＰ】http://www.saitama-jichi.jp/            【E メール】info@saitama-jichi.jp 
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国の方針を踏まえ新型コロナウイルス感染

症対策に引き続き取り組みつつも、「ポスト

コロナ元年」として 10 年、20 年先を見据

え、埼玉県の持続的な発展につなげていく。 

こうした基本的な考えに立ち、令和５年度

当初予算は、「社会的課題の解決と経済の両

立」、「新型コロナウイルス感染症の拡大防

止」、「『日本一暮らしやすい埼玉』実現への

加速」に最優先に取り組むこととし、限り

ある財源を重点的に配分して編成された。 

 

主要施策 

〇社会的課題の解決と経済の両立 

１ＤＸの推進による生産性の向上 

２資源のスマートな利用の促進 

３輝き続ける人材の育成・確保 

〇新型コロナウイルス感染症の拡大防止 

〇「日本一暮らしやすい埼玉」実現への促進 

１安心・安全の追究 

（１）災害・危機に強い埼玉の構築 

（２）県民の暮らしの安心確保 

（３）介護・医療体制の充実 

２誰もが輝く社会 

（４）子育てに希望が持てる社会の実現 

（５）未来を創る子供たちの育成 

（６）人生１００年を見据えたシニア活躍の

推進 

（７）誰もが活躍し共に生きる社会の実現 

（８）支え合い魅力あふれる地域社会の構築 

３持続可能な成長 

（９）未来を見据えた社会基盤の創造 

（10）豊かな自然と共生する社会の実現 

（11）稼げる力の向上 

（12）儲かる農林業の推進 

 

２．予算編成の概要 

＜主な歳入＞ 

県税収入―8,148 億円（＋130 億円 ＋1.6％） 

個人県民税（均等割・所得割）は、2022年

中の雇用・所得環境の改善を反映し、増収を

見込んでいる。法人二税は、円安基調の鈍化

や資源高などの影響により対前年度増減率は

鈍化するものの、製造業を中心に企業業績の

回復が見込まれることから増収を見込んでい

る。地方消費税は、消費の回復傾向を反映し、

増収を見込んでいる。 

 
〔参考〕 引上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障関

連経費  

（上記の内訳）    ※（ ）内は一般財源 （単位：億円) 

区分 主な事業分野 2023年度予算額 

医療 国民健康保険、 

後期高齢者医療 

3,262（1,767） 

介護 介護保険給付 1,112（ 943） 

少子化対策 子育て支援、 

児童福祉 

1,068（ 912） 

その他社会保障施策 障碍者福祉、 

生活保護 

  905（ 727） 

 ※社会保障・税一体改革による消費税率引上げに伴う地方

消費税増収分は、その使途を明確に するとともに、社会保

障関連経費に充てることとされている。 

 

地方交付税―2,4372億円（▲55億円 ▲2.2％） 

地方税等が増加し臨時財政対策債が大幅に

減少した地方財政対策等を踏まえ減額された。

臨時財政対策債は対前年度▲120 億円 

（▲17.1％）となる 580 億円が計上された。 

なお、地方交付税と臨時財政対策債を合わせ

た実質的な地方交付税 は対前年度▲175 億

円（▲5.5％）となる 3,017億円が計上された。 
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県債―2,007億円（＋6億円 ＋0.3％） 

県債は、防災・減災対策などの公共事業や

高齢者講習施設の整備、公共施設の長寿命化

改修など、緊急性、必要性の高い事業の財源 

に活用される。臨時財政対策債を除く県債は

対前年度 126億円（9.7％）増となる 1,427億

円が計上された。 

県債残高は３年連続で減少し、年度末残高

は 3兆 7,278億円 となる見込み。臨時財政対

策債・減収補塡債を除く県債残高は 1兆 7,854

億円で 21年連続減少を見込んでいる。 

 

 

財政調整のための 3基金残高 

―619億円（＋122億円） 

2023 年度以降に見込まれる地方交付税の

精算措置等に備え、2022年度に 385億円の積

み増しを行うこととしている。 

 
 

＜主な歳出＞ 

給与費―5,540億円（▲135億円 ▲2.4％） 

定年の段階的引上げ開始により、2023年度

の退職者数の見込みが減少することに伴い退

職手当の減少が見込まれることから減額され

た。退職手当は、対前年度▲210 億円

（▲52.2％）となる 192億円が計上された。 

 

扶助費・公債費―4,320億円（＋99億円 ＋2.3％） 

扶助費は新型コロナウイルス感染症に係る

公費負担や障害者が施設等において福祉サー

ビスを受けた際に県が負担する給付費の増 

加が見込まれることなどから、対前年度 71億

円（5.0％）増となる 1,487億円が計上された。 

公債費は県債の償還金の増が見込まれること

などから、対前年度 28 億円（1.0％）増とな

る 2,833億円が計上された。 

 

投資的経費―1,913億円（＋91億円 ＋5.0％） 

高齢者講習施設の整備や公共施設の長寿命

化改修など県単独事業の増加など。 

 

公共事業費―1,011億円（増減なし） 

県民の安心・安全な生活を確実に守るため、

水災害リスクに備えるための流域治水対策や、

歩行者安全確保のための道路環境の整備など

を行うことから、２年連続で 1 千億円超えと

なる。 

 

補助費―4,051億円（▲596億円 ▲12.8％） 

市町村介護保険財政支援事業費及び後期高

齢者医療対策費などが引き続き増加している

ものの、2022年度までの実績を踏まえたこと

により新型コロナウイルス感染症対応事業費

の減少を見込んでいる。 

  
自治労 2023 年度「地方財政セミナー」 YouTube 配信のお知らせ 

2 月 3 日に行われた「地方財政セミナー」が YouTube で公開されています。 

 

1.YouTube アドレス  https://www.youtube.com/watch?v=gwBN7PA87YI 

2.公開は 3 月 31 日（金）までとなります。なお、矢野講演は削除となっています。 

 

※会員の方には、セミナー資料を無料でお送りします。 

 表紙のメールアドレスまでご連絡ください。（メール返信でお送りします） 

 

https://www.youtube.com/watch?v=gwBN7PA87YI
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2023.2.13 自治日報

 


